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資料１ 
提案政策課題一覧 

 

人口減少・少子化対策への対応や持続可能な地域社会づくり等を今後１０年の重要な課題とする

「新･宮城の将来ビジョン（以下，「新ビジョン」という。）」において，これら課題の解決に向け

た取組の重点化や，政策のシフトを図る必要があることから，新ビジョンの政策推進の基本方向

で掲げる取組の推進に向け，概ね令和３年度から令和６年度までの４年間に重点的に取り組むべ

き課題 
 
 

【総務部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定され

る部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に寄与

する SDGs

のゴール 

１ 

テレワーク，Ｗｅ
ｂ会議などＩＣ
Ｔ活用による働
き方改革の推進 

・ 新ビジョンの実現に
向けて，限りある時間と
人材の有効活用を図る
ため，ＩＣＴ活用による
生産性向上が必要 

 
・ 特に，新型コロナウイ
ルス感染症の拡大によ
り，在宅勤務，Ｗｅｂ会
議へのニーズが急速に
高まっている 

 
・ テレワーク（モバイル
ワーク，在宅勤務，サテ
ライトオフィス勤務）や
Ｗｅｂ会議の実現に必
要な環境整備が必要 

 

総務部 

（人事課） 

新しい仕事の

スタイルの導

入（勤怠管理，

人事評価手法

の 確 立 も 含

む） 
 

総務部 

（行政経営推進課） 

生産性向上に

係 る 効 果 検

証・改善・定着 

震災復興・企画部

（情報政策課） 

新しい仕事の
スタイルに適
応したセキュ
リティ対策の
見直し 

運用に必要な

通信機器とイ

ンフラの整備 
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【震災復興・企画部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定される部

局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴ

ール 

２ 
地方とのつなが
り構築推進 

少子高齢化による人口
減少が急速に進む中，第 2
期「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」の中で，政策
目標として「地方への移
住・定着の推進」「地方と
のつながりの構築」が位置
づけられた。また，その主
な施策の方向性として「地
方移住の推進」「関係人口
の創出・拡大」「地方への
資金の流れの創出・拡大」
が位置づけられた。 

震災復興・企画部 
（地域復興支援課） 

移住・定住・
関係人口相
談対応 

 

農政部 
（農山漁村なりわい課） 

農山漁村の
関係人口拡
大 

経済商工観光部 
（雇用対策課） 

移住・定住・
関係人口に
対応する求
人開拓 

震災復興・企画部 
（震災復興政策課） 

企業版ふる
さと納税 

３ 公共交通の充実 

人口減少が進んでいる
一方で，人口に占める高齢
者の割合が増加している。
また，運転免許を返納する
高齢者や自家用車を保有
しない若者が増加してい
る。 
県民が住み慣れた地域

で生活するために，地域住
民の通学，通院，買い物等，
多様な移動手段を維持・確
保する必要がある。 

震災復興・企画部 
（総合交通対策課） 

ボランティ
ア団体等に
よる地域交
通の仕組み
づくりに対
す る 支 援
（補助制度
の創設等） 

 

震災復興・企画部 
（地域復興支援課） 

小さな拠点
づくり 
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４ 

先端技術を活
用した情報通信
基盤の整備促進
による，多様な働
き方のできる・災
害に強い宮城県 

働き方改革などにより，
多様な働き方が求められ
ている。 
また，毎年のように起こ

る自然災害や，感染症への
対応などもあり，業務継続
の必要性も強く求められ
ているところ。 
様々な先端技術が開発

されているが，導入には至
っていない技術も多いこ
とから，実務的に導入可能
な技術を見極め，RPA導入
やモバイルワークなどを
用い，業務の効率化ととも
に，様々な状況に応じた働
き方ができる基盤を整備
する。 

総務部 
（行政経営推進課） 

業務効率化
及び多様な
働き方に向
けた先端技
術の活用 

 

総務部 
（危機対策課） 

災害時等の
情報通信基
盤の活用 

震災復興・企画部 
（情報政策課） 

先端技術を
用いた情報
通信基盤の
構築と活用
促進 

保健福祉部 
（子育て社会推進室） 

子育て世代
に向けた，
多様な働き
方の提案 

保健福祉部 
（障害福祉課） 

障がい者な
どへ向けた
多様な働き
方の提案 

経済商工観光部 
（雇用対策課） 

多様な働き
方に向けた
情報通信基
盤の活用推
進 
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【環境生活部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定さ

れる部局（課

室） 

想定される取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴー

ル 

５ 

2050年二酸化炭素
排出実質ゼロを目
指して 
 
～地球温暖化対策
及び気候変動適応
の推進～ 
 
 

・ 地球温暖化や気候変動

の問題は，世界的な喫緊

の環境課題となってい

る。 

・ 国内では，2050年二酸

化炭素排出量実質ゼロ

を表明する自治体が増

加している。 

・ 県では，次期環境基本

計画 ( R 2年度策定 )に

2050年温室効果ガス排

出量実質ゼロを目標に

掲げることとしている。 

・ 地球温暖化対策や気候

変動への適応は，各分野

が，あらゆる社会経済活

動に配慮し，緩和策と適

応策を両輪とした総合

的な取組(人づくり,地

域づくり,イノベーショ

ン)を推進していくこと

が不可欠である。 

・ さらに，地域が持続的
に発展していくために
は，経済活動と環境配慮
行動を統合していく取
組が必要であり地域資
源の循環を支えていく
エネルギー産業やリサ
イクル産業などの進出
や創出を促進していく
必要がある。 

・ また，これらの取組の
好循環を支える廃プラ
スチックや食品廃棄物
をはじめとする廃棄物
等の３Ｒや利活用を促
進し，脱炭素化に資する
自律的な循環型社会シ
ステムの構築が必要と
なっている。 

環境生活部 
経済商工観光部 
農政部 
水産林政部 

・先進技術の社
会実装など，
エネルギー・
環境関連産
業の革新的
な取組への
支援 

・脱炭素経営の
取組(RE100な
ど)の促進 

・地域経済を牽
引する中核的
な環境関連企
業への支援 

・地域資源を活
用 し た 再 エ
ネ・省エネ・３
Ｒの事業化促
進 

・ＥＳＧ経営の
普及促進やグ
リーンファン
ド・グリーン
ボンドなどの
環境金融・環
境投資の促進 

 
【ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ】 

 

環境生活部 
経済商工観光部 
農政部 
水産林政部 
教育庁 

脱炭素社会に向 
けた環境教育， 
人材育成，普及 
啓発，環境配慮 
行動の実践 
 
【人づくり】 

環境生活部 
保健福祉部 
農政部 
水産林政部 

・森林の多面的
機能の発揮 

・農業，森林，林
業，水産業，健
康，自然災害
などへの適応 

 
【地域づくり】 
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６ 

エネルギー分野
におけるスマー
トシティの実現
に向けて 

・ 地球温暖化が起因と
される自然災害の発生
が課題なっていること
に加え，人口減少によ
る地域経済の縮小が懸
念されることから，脱
炭素社会の構築（エネ
ルギー多消費型の社会
から省エネ型の社会へ
と転換）を目指しなが
ら，地域経済を活性化
させる「経済・社会の持
続的発展と環境保全の
両立」が重要となって
いる。 

・ このため，再生可能エ
ネルギーの導入促進に
当たっては，利益や効
果が地域経済に還元さ
れる地産地消型エネル
ギーの推進や災害時に
強い自立・分散型エネ
ルギーシステムの構築
が求められている。 

・ また，住宅や公共施設
を含む建築物の省エネ
化に加え，二酸化炭素
排出量の削減効果が期
待される EVや FCV等の
次世代自動車の普及促
進など，様々な場面に
おける省エネ化・脱炭
素化の取組が求められ
ている。 

環境生活部 
農政部 
水産林政部 

地産地消型エネ
ルギーの推進 
 
【地域づくり】 

 

環境生活部 

自立・分散型エ
ネルギーシステ
ムの構築 
 
【地域づくり】 
【ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ】 

環境生活部 
土木部 

住宅・建築物の
省エネ化の推進 
 
【人づくり】 

震災復興・企画部 
環境生活部 
経済商工観光部 

脱炭素型地域交
通モデルの構築
（次世代自動車
の普及促進） 
 
【地域づくり】 
【ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ】 
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７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
豊かな自然環境
の保全と利用の
調和 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 本県では海，山，川，
平野が調和した豊かで
多様な自然環境と生態
系を有しているが，一
方で近年の社会経済活
動の飛躍的な発展など
人為的要因による自然
環境への影響が大きく
なり，生態系のバラン
スが崩れるなど様々な
課題が生じている。 

・ 水を取り巻く環境に
おいては，公共用水域
における水質の悪化
等，水環境に対する弊
害が顕著となってきて
おり，自然の生態系に
悪影響を与える負荷行
為を抑制し，健全な水
循環・水環境の保全を
推進することが強く求
められ，多様な主体が
一体的となる「流域マ
ネジメントの質の向
上」などの取組が必要
とされている。 

・ このようなことから，
本県のもつ恵まれた自
然環境や生態系を保全
するため，各分野が生
物多様性等に配慮しな
がら，その恵みの享受
と上手な利活用を行
い，さらに次世代へと
引き継いでいくことが
重要となっている。 

環境生活部 

 

・県内の生物多
様性の価値の 
共有 

・自然を保全す
る人材の養成 

・水循環保全基
本計画に基づ
く，水循環教
育，活動団体
支援，普及啓
発の拡充 

 
【人づくり】 
 
・良好な自然環
境の保全・再
生 

・開発事業にお
ける生物多様
性，環境保全
等への配慮 

・多様な主体の
参加・活動 

・各施策や活動
の一体的な枠
組の構築「宮
城の水環境の
見える化」 

 
【地域づくり】 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 

教育庁 

子どもが自然に
触れ親しみ，学
ぶことのできる
環境づくり 
 
【人づくり】 

環境生活部 
経済商工観光部 

豊かな自然に親
しむ場の整備 
 
【地域づくり】 
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８ 

「協働共創社会
の実現」のための
多様な主体及び
人材の育成 

・ 人口減少社会の中で，
地域の活力を維持し，
持続的成長を実現して
いくためには，一人ひ
とりが，その個性に応
じた多様な能力を発揮
できる社会を構築して
いくことが必要であ
る。 

・ そのため，地域に根ざ
したＮＰＯ等多様な主
体を育成支援し，女性
をはじめとした多様な
人材の活用と次世代の
人材育成を積極的に推
進して，環境整備の取
組が求められている。 

震災復興・企画部 

・ＮＰＯ等多様
な主体とのパ
ートナーシッ
プの確立 

・女性をはじめ
とした多様な
人材の活用と
環境整備の推
進 

・次世代を担う
人材の育成や
社会参画機会
の促進 

 
【人づくり】 
【地域づくり】 

 
 

環境生活部 

保健福祉部 

経済商工観光部 

 

  

https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1587820389/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly93d3cudW5pYy5vci5qcC9hY3Rpdml0aWVzL2Vjb25vbWljX3NvY2lhbF9kZXZlbG9wbWVudC9zdXN0YWluYWJsZV9kZXZlbG9wbWVudC8yMDMwYWdlbmRhL3NkZ3NfbG9nby9zZGdzX2ljb24v/RS=^ADBvJ7CuA2Rqei1Yhgvut6mbTS4ubk-;_ylt=A2RinFbl5aJeiiEAbCaU3uV7;_ylu=X3oDMTBhbDZtN2cxBHZ0aWQDSVMwMDM-
https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1587820390/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9zdHVkeXN0dWRpby5qcC9jb250ZW50cy9hcmNoaXZlcy80MDg5MQ--/RS=^ADB8Uf5AFlaRytNdGB5Zejk0DSaBpA-;_ylt=A2Rivcbl5aJedhcAuiCU3uV7;_ylu=X3oDMTBhbDZtN2cxBHZ0aWQDSVMwMDM-
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【保健福祉部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定され

る部局（課室） 
想定される取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴ

ール 

９ 
誰もが活躍でき
る社会の推進 

年齢，性別，障害の有無
などに関わらず，すべての
県民が地域や職場などで，
それぞれの能力を発揮し，
活躍できる機会の創出な
ど，生きがいを実感して暮
らしていける社会環境の
整備を推進する必要があ
る。 
特に，様々な要因により

社会的参加の回避や他者
との関わりを持たない「ひ
きこもり」が全国的に大き
な社会問題となっており，
教育，保健，医療，福祉，
雇用など各分野が連携し，
本人やその家族に対し，相
談，居場所づくり，就労な
どの切れ目ない支援を提
供する必要がある。 

環境生活部 
保健福祉部 
経済商工観光部 
教育庁 

ひきこもり者・家
族等への支援 

 

保健福祉部 
経済商工観光部 

障害者や高齢者
等の雇用・定着 

10 
医療・介護人材
の育成・確保 

医師・看護師・薬剤師等
の医療従事者，介護サービ
スや障害福祉サービスに
従事する介護職員の不足
は依然として深刻な状況
にある。 
医療・介護人材の育成・

確保には，就業促進や離職
防止に向けた取組を総合
的かつ強力に推進してい
くほか，地域偏在の解消に
も取り組む必要がある。ま
た，医療・介護現場の魅力，
やりがいを生徒や保護者
に伝える学校段階での「職
業観の育成」も重要であ
る。 
医療・介護人材を育成・

確保し，大規模な自然災害
や感染症等の発生時にお
いても持続可能な医療・介
護サービスを提供できる
体制を確保していく必要
がある。 

保健福祉部 
就業促進 
離職防止 

 

経済商工観光部 
就労支援 
マッチング 

教育庁 職業観の育成 
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11 
困難を抱える県
民をともに支え
る社会づくり 

今後，少子高齢化と人口
減少が進んでいく中で，高
齢者や障害者等が将来に
わたって安心して暮らせ
る地域づくりに向け，被災
者支援のノウハウを活か
した「地域支え合い体制」
や，医療，介護，生活支援
のサービスを切れ目なく
提供する「地域包括ケア体
制」の構築を進める必要が
ある。 
特に，増加する認知症高

齢者を地域で支えること
や，介護予防のためのフレ
イル対策に地域で取り組
む環境づくりに力を入れ
る必要があるほか，高齢
者，障害者等の社会的弱者
の通院，買物等の生活支
援，孤立や閉じこもり解消
といった観点から，交通イ
ンフラの確保も重要であ
る。 
また，８０５０問題をは

じめ，認知症，精神障害，
生活困窮，ＤＶ，児童虐待
など，複合的な課題を抱え
る世帯を「丸ごと」支える，
市町村の包括的な相談支
援体制（断らない相談窓
口）や，課題解決に向けた
多機関協働による分野横
断的な支援体制を構築す
る必要がある。 

保健福祉部 
障害者等困難を
抱えている県民
への支援 

 

保健福祉部 

地域支え合い体
制，地域包括ケア
体制，認知症，フレ
イル対策 

保健福祉部 
社会福祉施設等
の長寿命化 

震災復興・企画部 
地域の交通イン
フラの確保 
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12 

総合的な少子化
対策 
（結婚，妊娠・出
産，子育ての希
望を叶える切れ
目ない支援） 

本県の合計特殊出生率
は全国平均を下回る水準
にあり，結婚，妊娠，出産，
子育ての切れ目のない支
援の充実等，各種施策を強
力に推進する必要がある。 
保育所整備や保育人材

確保による待機児童の解
消はもとより，産前・産後
サポート，産後ケアなど母
子保健の充実による妊産
婦の心身のサポート，孤独
な子育て（孤育て）解消に
よる育児の不安感・負担感
の軽減や，発達障害児のサ
ポートなど子どもの健や
かな成長を支援するとと
もに，企業や民間団体と連
携し，地域社会全体で子ど
も・子育てを支援する機運
の醸成を図る必要がある。 
また，男女の固定的性別

役割分担意識の解消や男
性の家事・育児分業の推
進，若い世代の就労支援，
職場における仕事と育児
の両立支援制度の男女双
方での利用促進，学校にお
ける妊娠・出産に関する正
しい知識や結婚や子育て
を含めたライフプランを
考える取組など，総合的に
少子化対策を推進する必
要がある。 

保健福祉部 
（子ども・家庭支

援課，子育て社会

推進室，障害福祉

課，精神保健推進

室） 

結婚支援 

不妊・不育への支援 

母子保健 

発達障害 

子育て支援機運醸成 

保育所整備 

保育人材確保 

 

環境生活部 
（共同参画社会推

進課） 

イクボス 
男女共同参画 
女性活躍 

経済商工観光部 
（雇用対策課） 

若い世代の就労支
援・両立支援 
働き方改革 

教育庁 

親になるための教育 

幼児教育 

学ぶ土台づくり 

協働教育 

特別支援教育 

13 
困難な環境にあ
る子どもへの支
援 

親の貧困が子どもの貧
困につながる「貧困の連
鎖」が問題となっており，
すべての子どもが生まれ
育った環境によって左右
されることなく，夢や希望
を持つことのできるよう，
居場所づくりや学習支援
などの子どもの貧困対策
や，ひとり親家庭の支援を
推進する必要がある。 
児童虐待相談件数が増

加傾向にあり，児童相談所
の体制強化とともに，教育
や警察など関係機関と連
携・協力を一層図るなどに
より，児童虐待防止対策を
強化する必要がある。 

保健福祉部 
（子ども・家庭支

援課，子育て社会

推進室，社会福祉

課） 

子どもの貧困対策 

児童虐待防止 

ＤＶ防止 

ひとり親家庭の自立 

支援 

要保護児童の自立支 

援 

 

環境生活部 
（共同参画社会推

進課） 

子ども・若者支援 

教育庁 

ＳＳＷ，ＳＣ 
就学援助 
就学支援金 
高校中退予防 
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【経済商工観光部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定さ

れる部局（課

室） 

想定される取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴ

ール 

14 

次世代放射光施
設を核とした新
たな産業の創出
と各産業分野に
おける先端技術
の実装促進等に
よる生産性の向
上 

・ 次世代放射光施設の
設置を契機としたｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝの創出に向けたﾘｻｰﾁ
ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ形成のほか，ｽ
ﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の支援強化
と地域産業をけん引す
る中核的企業の成長支
援が必要 

・ 各産業で生産性の向
上を図るため AI･IoT 等
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術の実装に向
けた実証機会の創出や
導入支援，人材育成（人
づくり）が必要 

経済商工観光部 

（新産業振興課，

産業立地推進課，

中小企業支援室，

自動車産業振興

室，国際企画課） 

新技術開発 
産業集積 
創業支援 
人材育成  

教育庁 ICT人材教育 

農政部 

水産林政部 
XTechの推進 

15 
産業人材の育成・
確保と多様な人
材の活躍促進 

・ 新たな技術を活用で
きる生産性の高い人材
の育成と，企業の生産性
や付加価値を高める外
国人を含む高度人材の
活用・確保が必要 

・ 人口減少による労働
力不足に対応するため,
県内学卒者の県内就職
率向上のほか，女性・高
齢者等の新規就労対策
や外国人材などの多様
な人材の確保が必要 

・先端技術等を活用し多
様な人材の働き方に対
応できる環境整備が必
要 

経済商工観光部
（新産業振興課，

雇用対策課，産業

人材対策課，国際

企画課） 

ものづくり人材
の育成 
多様な人材確保 
働き方改革 

 震災復興・企画部 移住定住支援 

教育庁 
新規学卒者の県
内就職 
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16 

戦略的な誘客促
進施策と多業種
連携等による観
光産業の振興 

・ 地域の関係者が連携
し地域の観光資源の磨
き上げや民泊なども活
用した受入環境整備が
必要 

・ 観光資源の効果的な
情報発信を行うため,デ
ジタルマーケティング
の手法を活用したプロ
モーション等,戦略的・
総合的な施策展開が必
要 

・ 農林漁業や飲食業，食
品製造業など，食と観光
を結びつけた宮城の強
みを生かした観光振興
が必要 

・ サービス業の生産性
向上に資する人材育成
と環境整備が必要 

経済商工観光部 
（商工金融課，観

光課国際企画課，

アジアプロモーシ

ョン課） 

食と観光の融合 
プロモーション
強化 
受入環境整備 

 

農政部 
水産林政部 

食と観光の融合 
地域資源のブラ
ンディング 

環境生活部 
民泊等受入環境
整備 
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【農政部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定され

る部局（課室） 
想定される取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴ

ール 

17 
「食材王国みや
ぎ」食のバリュー
チェーン構築 

本県では，これまで，生
産した農畜水産物（１次産
業）そのものの魅力を「食
材王国みやぎ」などにより
情報発信・販売促進してき
たところであるが，食品加
工製造業（２次産業）や外
食産業（３次産業）などの
ニーズに即した農畜水産
物の生産・流通体制の構築
など，１次産業から３次産
業までを一貫して捉え，食
全体の価値を向上させて
いく取組は一部にとどま
っていた。 
今後，農業産出額を増大

させ，富県宮城を実現する
ためには，食品製造業や外
食産業が必要とする品目
の生産拡大や産地形成，県
内の産地間連携によるロ
ットの確保，産地から事業
者への効率的な物流体制
の構築など，農畜水産物の
生産から加工・流通・消費
までの連携強化を図り，１
次産業から３次産業まで
のバリューチェーンを構
築していくことが課題と
なっている。 

 

農政部 
（食産業振興課，

農山漁村なりわい

課，農業振興課，

みやぎ米推進課，

園芸振興室，畜産

課） 

 
経済商工観光部 
 
水産林政部 

・食品製造業等と
連携した農畜
産物生産体制
の構築 

・集出荷・流通拠
点の整備と県内
産地間連携によ
る大規模集出荷
網の整備 

・産地と食品加工
製造業や流通
等の連携強化
によるバリュ
ーチェーン構
築に向けた食
産業への支援 

・企業訪問による
実需者への産地
情報の提供や産
地と実需者のマ
ッチング機会の
拡大 
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18 

ア グ リ テ ッ ク
（※）推進による
生産性の向上と
多様な経営体の
育成 
 
 

（※）農業に AI や

ICT 等のテクノロジ

ーを導入して課題

を解決すること 

農業の担い手の減少と
高齢化が進行し，農業生産
力の低下が懸念される中，
県内ではトラクター等農
業機械の自動走行や家畜
の監視システム，施設園芸
の環境制御システム等
ICT を活用したスマート
農業による農作業の省力
化や高品質生産に取り組
む事例が出てきている。 
今後，農業を維持・発展

させていくためには，水稲
からの作付け転換や，継続
的な担い手の確保・育成に
加え，労働力不足に対応し
た，効率的で収益性の高い
農業の実現が不可欠であ
る。 
特に，労働集約型の園芸

や畜産，大規模土地利用型
農業における労働負担軽
減や生産性向上，新規就農
者等へのスムーズな技術
の継承，中山間地農業の課
題解決対策として利用が
期待されるアグリテック
の一層の推進が課題とな
っている。 

農政部 
（農山漁村なりわ

い課，農業振興

課，みやぎ米推進

課，園芸振興室，

畜産課，農村振興

課，農村整備課，

農業・園芸総合研

究所，古川農業試

験場） 

 
経済商工観光部 
（産業技術総合セ

ンター） 

・高度環境制御技
術導入による生
産量の増大 

 
・スマート農業
技術の実証・普
及による収益
性の高い経営
体の育成 

 
・ほ乳，搾乳ロボ
ット，発情発見
装置等の ICT
技術を活用し
た労働力負担
軽減機器の導
入による生産
性の向上 

 
・農地整備事業の
取組を契機と
した露地園芸
作物の導入と
産地育成 

 
・企業誘致，企業
参入の推進 

 
・スマート農業に
対応できる人
材の育成 

 
・ICT 等を活用し
た労働環境の
整備など多様
な働き手の確
保 
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19 
豊かな個性と魅
力ある農山漁村
づくり 

農山漁村は，都市部
に比べ人口減少と高
齢化が急速に進み，集
落機能の維持が困難
になりつつあり，農山
漁村が持つ多面的機
能が脆弱化している。 
農山漁村の持続可

能性を高めていくに
は，多様な人材の育
成・確保に加え，地域
特産物等の地域資源
を活用した多様な「な
りわい」の創出などに
よる地域の活性化と
稼げる地域づくりが
課題となっている。 
併せて，中山間地域

などでは，農業分野だ
けでなく，医療・福祉・
教育などの分野も含
め，ＩＣＴ等を活用し
た「暮らしやすい地域
づくり」とそれを実現
させるための通信イ
ンフラの整備などが
課題となっている。 

農政部 
（農山漁村なり

わい課，農業振

興課，みやぎ米

推進課，園芸振

興室，畜産課，

農村振興課，農

村整備課） 

 
震災復興・企画部 
 
環境生活部 
 
水産林政部 

・農山漁村交流拡大プ
ラットフォームによ
る応援人材及び事業
者マッチング 

 
・地域おこし協力隊に
よる地域運営支援 

 
・高収益を生む作物や
付加価値を高める加
工品の開発 

 
・気候変動に対応した
品種選定や技術導入
支援 

 
・地域運営組織等によ
る付加価値を高め，
地域資源を活用した
多様な「なりわい」
（農産加工ビジネ
ス，新サービス）の創
出支援等による所得
と雇用機会の確保 

 
・再生可能エネルギー
の導入促進と売電収
入等を財源にした地
域課題解決に向けた
取組の促進，生産さ
れた電力や熱の産業
利用 

 
・「田園回帰」志向の高
まりを捉えた，関係
人口の創出・拡大や
UIJターン（移住・定
住）の促進，若者等人
口の流出防止等の取
組 

 
・水稲，野菜，果樹等の
CSA（地域支援型農
業）やオーナー制導
入による，収益の確
保と交流展開事業 

 
・ICT 等の活用による
農山漁村スマートラ
イフ（※）の実現によ
る，暮らしやすい地
域づくり。 

 
（※）農山漁村スマート
ライフとは，AI・ICT等
を産業と暮らしの両面
で包括的に活用した次
代の農山漁村の暮らし。
この実現により富と人
の好循環が生まれ，人口
の社会減抑制と地域の
担い手確保とが期待さ
れる。 

 



16 

【水産林政部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定さ

れる部局（課

室） 

想定される取組 

達成に寄与

する SDGs

のゴール 

20 

ＡＩ・ＩＣＴの活
用や地域連携等
によるイノベー
ションを生み出
す産業力の強化 

水産業では，海水温上
昇等の海洋環境変化によ
り，水揚げ量の減少，水揚
げ魚種の変化，養殖業の
不調や，加工原料の不足
など様々な課題が顕在化
している。 
林業では，本格的な利

用段階を迎えた森林資源
の有効活用を図るため，
県産材の安定的な流通体
制整備や新たな利用促進
の取組等が求められてい
る。 
このため，ＡＩ・ＩＣＴ

などの先端技術の導入
や，多様な主体との連携
によりイノベーションを
生み出す収益性の高い産
業基盤を創出する必要が
ある。 

水産林政部 
（水産業振興課，

水産業基盤整備

課，林業振興課，

森林整備課） 

 
経済商工観光部 
 
農政部 

・スマート水産
業，スマート林
業の推進 

・産業間，産地間，
異業種間連携
の推進 

・原料転換（暖水
系魚種の有効
活用）など新た
な加工原料確
保 

・新たな合板製品
やリグニンな
どの木材成分
を原料とした
新技術開発 

 

21 

地域（事業者）の
稼ぐ力の強化に
向けた新たな担
い手が活躍でき
る場の創出 

漁村・山村では，少子高
齢化の進展に加え，個人
経営体が多く，経営管理
や雇用体制が十分に整備
されていないことなどか
ら，担い手の確保が課題
となっている。 
このため，地域（事業

者）の稼ぐ力の強化に向
けて，法人化や協業化等
を推進しながら，水産業・
林業の競争力を高めると
ともに，地域の産業基盤
の有効活用や多様な主体
との連携等により，新た
な担い手が活躍できる環
境を整備していく必要が
ある。 

 

水産林政部 
（水産業振興課，

水産業基盤整備

課，漁港復興推進

室，林業振興課，

森林整備課） 

 
環境生活部 
 
経済商工観光部 
 
農政部 
 
 

・経営感覚に優れ
た経営者・後継
者の育成 

・関連人口拡大の
取組等による
新規就業者確
保 

・産業間，異業種
間連携の推進 

・漁港静穏水域の
有効活用や地
域内連携等に
よる収益性の
高い商品づく
りの推進 

・木質バイオマス
を地域エネル
ギー源とした
循環システム
の構築 
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22 
環境と成長が循
環する持続可能
な産業の確立 

水産業・林業の健全な
発展は，自然環境保全な
どの多面的機能の発揮に
寄与するほか，地球規模
での持続的な社会の実現
を目指すＳＤＧｓへの貢
献も期待されている。 
このため，地球温暖化

などの環境問題に対し，
これまでのＣＯ２吸収源
対策に加え，ブルーカー
ボンに着目した取組を新
たに推進するとともに，
生産環境の適切な管理や
森林資源の循環利用等に
より持続可能な水産業・
林業を確立していく必要
がある。 

水産林政部 
（水産業振興課，

水産業基盤整備

課，林業振興課， 

森林整備課） 

 
環境生活部 
 
経済商工観光部 
 
農政部 
 

・ブルーカーボン
オフセットシ
ステムの構築 

・本県沿岸域の海
洋環境変化に
適応する新た
な養殖技術の
開発 

・ＦＳＣ認証材等
の使用促進 

・新たな木材需要
の創出による
県産材の利用
拡大 
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【土木部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定さ

れる部局（課

室） 

想定される取組 

達成に寄与

する SDGs

のゴール 

23 

大規模化・多様化
する自然災害に
備えた強靱で安
全・安心な県土づ
くり 

東日本大震災以降も，関
東東北豪雨，令和元年東日
本台風等による甚大な被
害が発生するなど，頻発
化・激甚化する自然災害リ
スクの増大への対策強化
が急務である。 
そのため，過去の被災経

験を活かした，防災・減災
対策の強化と国土強靱化
の推進を図る必要がある。 

土木部 
（道路課，河川課，

防災砂防課，都市

計画課，建築宅地

課など） 

橋梁の耐震化，
総合治水対策，
土砂災害防止対
策，広域防災拠
点整備，木造住
宅等耐震対策等  

総務部 
危機管理方策， 
地域防災計画，
圏域防災拠点等 

環境生活部 
気象変動の影響
への適応等 

農政部 

総合治水対策，
田んぼダム，土
砂災害防止対策
等 

水産林政部 
土砂災害防止
対策 

24 

人口減少・少子高
齢化社会に対応
した社会資本の
整備 

人口減少や少子高齢化
の進展に伴う県内経済の
縮小や地域コミュニティ
の機能低下，加速化するイ
ンフラの老朽化など，本県
の社会インフラを取り巻
く環境は，大きく変化して
いる。 
そのため，県内産業の競

争力強化や交流人口の拡
大を目指した産業・交流基
盤の強化や，持続可能な地
域社会づくりを目指した
生活基盤整備や広域連携・
官民連携に取り組むほか，
各施設の適正な維持管理・
長寿命化を図るため，計画
的・戦略的なストックマネ
ジメントに取り組む必要
がある。 

土木部 
（道路課，河川課，

防災砂防課，港湾

課，空港臨空地域

課，都市計画課な

ど） 

防災道路ネット
ワーク，都市計
画，港湾機能強
化，空港・港湾に
おける誘客促進
及び受入環境整
備，施設の維持
管理・更新・長寿
命化，下水道の
広域化・共同化
等 

 

環境生活部 
（食と暮らしの安

全推進課） 

水道の広域化・
共同化 

農政部 
施設の維持管理・
更新・長寿命化 

水産林政部 
施設の維持管理・
更新・長寿命化 

企業局 

施設の維持管
理・更新・長寿命
化，「みやぎ型管
理運営方式」の
導入 
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25 

みやぎの社会資
本整備を牽引す
る人材の確保・育
成と活躍できる
環境の整備 

復旧・復興事業終了後の
建設投資額は大幅な減少
が見込まれているほか，少
子高齢化や生産年齢人口
の減少に伴い，労働力不足
が深刻化している。 
そのため，ポスト復興の

みやぎの社会資本整備を
牽引する人材の確保・育成
と活躍できる環境の整備
を推進する必要がある。 
加えて，先端技術（ＡＩ，

ＩｏＴ等）の導入など，イ
ノベーションを創出し，生
産性の向上を図る必要が
ある。 

 
土木部 
（事業管理課） 

担い手の確保・
育成，高校生と
の意見交換会，
建設現場見学
会，県職員のス
キルアップ研
修・各種講習
会，建設業にお
ける働き方改
革の推進，女性
活躍の場の拡
大，ＩＣＴやＡ
Ｉを活用した
生産性の向上
等 

 

総務部 
働き方改革，テ
レワークの導入 

経済商工観光部 
（産業人材対策

課，雇用対策課） 

職業訓練，就職
相談会，ＩＴ企
業支援，ロボッ
ト技術の活用等 

教育庁 
（高校教育課，義

務教育課） 

現場見学会，イ
ンターンシップ
及び出前講座 
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【企業局】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に）※「横断的視点」と

の関係を必ず記載願いま

す。 

取組が想定され

る部局（課室） 

想定される取

組 

達成に寄与

する SDGs

のゴール 

26 

上工下水一体官
民連携運営（みや
ぎ型管理運営方
式）の実現 

・ 水道事業を取り巻く
厳しい経営環境の中，上
工下水３事業一体化に
よるスケールメリット
の発現と民間の力を最
大限活用することによ
りコスト縮減を図り，持
続可能な水道事業経営
を確立する必要がある。 

・ 令和元年度は PFI 法
に基づく実施方針を公
営企業の設置等に関す
る条例の改正により定
め，特定事業を選定し，
民間事業者の公募を開
始した。 

・ 令和２年度は優先交
渉権者を選定し，令和４
年４月からの運営権者
による事業開始を目指
す。 

総務部 
（行政経営推進課） 

PFI 検討委員
会の開催（PFI
法に基づく重
要事項の調査
審議） 

 
総務部 
（市町村課） 

庁内情報連絡
会議等での情
報共有及び広
域連携を見据
えた意見交換 

環境生活部 
（食と暮らしの安全

推進課） 

庁内情報連絡
会議等での情
報共有及び広
域連携を見据
えた意見交換 

土木部 
（都市計画課） 

庁内情報連絡
会議等での情
報共有及び広
域連携を見据
えた意見交換 

企業局 
（水道経営課） 

事業の導入 

27 
仙台港周辺地域
における賑わい
創出 

・ 仙台港周辺地域は，大
型集客施設が立地して
おり，仙台東部道路によ
るアクセス性の良さに
加え，クルーズ船が寄港
するなど，年間約４５０
万人が訪れる東北で有
数の集客の高い地域で
ある。 

 
・ 仙台空港は民営化後，
順調に利用者が拡大し
ており，特に訪日外国人
宿泊者が４０万人を超
えるなど，今後，より一
層の拡大が期待できる。
こうした背景を踏まえ，
官民連携により，訪日外
国人旅行者などが多く
訪れる地域として，イン
バウンド受入れ体制の
強化と，より一層の魅力
向上に向けた取組が必
要である。 

経済商工観光部 
（観光課） 

観光プロモー
ションでの連
携 

 

経済商工観光部 
（国際企画課） 

夢メッセみや
ぎとの調整 

土木部 
（港湾課） 

港湾地域の整
備 

企業局 
（公営事業課） 

賑わい創出事
業の実施 
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【教育庁】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡

潔に） 

※「横断的視点」との

関係を必ず記載願いま

す。 

取組が想定され

る部局（課室） 
想定される取組 

達成に寄

与する

SDGsのゴ

ール 

28 

震災復興後の仙
台東部被災地域
活性化のための，
複合的観光資源
の活用 

● 仙台東部地域は，復
興道路である三陸沿
岸道路・東部道路，仙
台港が整備され，アク
セス性に優れた地域
である。また，仙台う
みの杜水族館などの
大型集客施設だけで
なく，「日本遺産」の構
成文化財である特別
史跡多賀城跡や特別
名勝松島など，多数の
文化遺産が所在し，豊
富な観光資源を包含
した複合的観光拠点
として更なる発展が
期待されている。 

● 今後，被災地域活性
化と一層の魅力向上
にむけ，個別の集客活
動だけでなく，地域間
連携や関係機関の横
断的事業展開を強化
し，そのポテンシャル
を最大限に引き出す
取組が必要である。 

教育庁 
（文化財課） 

・ 多 賀 城 創 建
1300 年記念事
業 

・日本遺産魅力発
信事業 

→地域や学校と
の連携による
文化財活用・振
興と人材育成 

 土木部 
歴史まちづくり
事業・港湾地域整
備 

経済商工観光部 
観光振興・新たな
観光ビジネス創
出 

農政部 
水産林政部 

地域産品のブラ
ンディング 

企業局 

「仙台港周辺地
域賑わい創出コ
ンソーシアム」連
携 

29 

家庭・地域・学校
の連携・協働によ
る地域全体で支
える人づくり 

● 家庭環境の多様化，
人口減少に伴う学校
統廃合など，子どもを
取り巻く環境が大き
く変化している。 

● 未来を担う子ども
たちを健やかに育む
ためには，学校，家庭
及び地域住民等がそ
れぞれの役割と責任
を自覚しつつ，地域全
体で教育に取り組む
体制づくりを目指す
必要がある。 

教育庁 
（生涯学習課，義務

教育課，高校教育課） 

地域学校協働活
動，コミュニテ
ィ・スクールの推
進 

 教育庁 
（生涯学習課） 

家庭教育支援の
充実 

教育庁 
（教育企画室） 

基本的生活習慣
の定着促進 
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30 

就学前から高校
教育までの各発
達段階に応じた
「生きる力」の育
成 

● 人口減少，グローバ
ル化の進展，超スマー
ト社会の到来など，今
後の複雑で予測困難
な社会を力強く生き
るためには，自ら課題
を見付け，自ら学び，
自ら考え，判断して行
動することが求めら
れる。 

● 就学前から高校教
育までの各発達段階
において，ICT の積極
的な活用を図りつつ，
知識の理解の質を一
層高める教育を展開
し，子どもたちの「生
きる力」を育む必要が
ある。 

教育庁 
（教育企画室） 

幼児教育の充実 

 

教育庁 
（義務教育課，高校

教育課） 

確かな学力の育
成 

教育庁 
（義務教育課，高校

教育課） 

個別最適化され
た学びの推進 

教育庁 
（教育企画室） 

教育の情報化の
推進 

31 
子どもの健やか
な体づくり 

● 児童生徒の体力・運
動能力は全国を下回
る傾向が続いており，
肥満傾向児出現率や
むし歯のある子供の
割合も高く，様々な健
康課題が顕在化して
いる。 

● 人口減少社会を生
涯にわたりたくまし
く生き抜くためには，
子どもの健康や体力
の育成が不可欠であ
る。 

教育庁 
（スポーツ健康課） 

体力・運動能力の
向上 

 教育庁 
（スポーツ健康課） 

学校保健，食育の
充実 

教育庁 
（スポーツ健康課） 

スポーツ機会の
充実 

32 

豊かな人間性を
育み，多様な子
どもたちを支え
る教育の実現 

● 不登校児童生徒や 
 発達障害のある幼児 
 児童生徒の増加など， 
 子どもたちの多様化 
 が進んでいる。 
● 多様な子どもたち
が自信を持ち，健やか
に成長するためには，
豊かな心の育成とと
もに，一人一人の教育
的ニーズに応じた支
援が重要である。 

教育庁 
（義務教育課，高校

教育課） 

いじめ対策・不登
校支援 

 

保健福祉部 ひきこもり支援 

環境生活部 
フリースクール
等支援機関との
連携 

教育庁 
（特別支援教育課） 

特別支援教育の
充実 

教育庁 
（義務教育課，高校

教育課） 

志教育の推進 
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33 

人生 100 年時代
を見据えた生涯
学習・スポーツ，
文化芸術の推進 

● 人生 100年時代をよ
り豊かに生きるため
には，生涯にわたって
自ら学習し，自己の能
力を高めることので
きる環境や，各々の年
代や関心，適性等に応
じて日常的にスポー
ツに親しむことので
きる環境が求められ
る。 

● あわせて，今後の人
口減少社会を心豊か
で多様性のあるもの
にするためには，文化
芸術の振興がより一
層重要となる。 

環境生活部 
（消費生活・文化

課） 

文化芸術の振興 

 

教育庁 
（生涯学習課） 

生涯学習の推進 

教育庁 
（スポーツ健康課） 

スポーツ環境の
整備 

教育庁 
（文化財課） 

文化財の活用 

 

 

 

 

 

 

【警察本部】 

 テーマ 

現状と課題の内容（簡潔

に） 

※「横断的視点」との関

係を必ず記載願います。 

取組が想定さ

れる 

部局（課室） 

想定される取組 

達成に寄与

する SDGs

のゴール 

34 
サイバーセキュ
リティ対策の充
実 

あらゆる分野でＩＣＴ
が活用され便利になる一
方で，サイバー空間におけ
る脅威は深刻化しており，
地域経済の活力の向上及
び持続的発展のためには，
県全体におけるサイバー
セキュリティの確保が必
要不可欠である。 

震災復興・企画部 
（情報政策課） 

宮城県サイバー
セキュリティ協
議会の推進，県
民のサイバーセ
キュリティ意識
向上，ＩＴ人材
育成，装備資機
材の整備など 

 

警察本部 
（サイバー犯罪対

策課） 

 

 


